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豊岡市介護予防・日常生活支援総合事業についての Q＆A  （青字：追加・修正箇所） 
豊岡市高年介護課 

１ 全般 

質問№ 質問内容 回答 

1-1 【質問】 介護予防・日常生活支援総合事業のサービスとその対象者は。 

【回答】 介護予防・日常生活支援総合事業は、下記の⑴ ⑵で構成されています。 

⑴ 介護予防・生活支援サービス事業  …要支援１・２の方と事業対象者を対象としています。 

・予防給付基準サービス事業（訪問・通所）  ・通所型介護予防事業「運動からだ元気塾」 

・支え合いサービス事業（生活支援・通所）  ・介護予防ケアマネジメント事業 

⑵ 一般介護予防事業  …65 歳以上の方とその支援に関わる方を対象としています。 

・介護予防把握事業  ・地域リハビリテーション活動支援事業 

・介護予防普及啓発事業（健康教室、健康相談、運動教室「はつらつチャレンジ塾」） 

・地域自主活動支援事業「玄さん元気教室」 

≪介護予防日常生活支援総合事業の流れ≫ 

 

このＱ＆Ａにおいて、 

以下「サービス事業」という。 
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質問№ 質問内容 回答 

1-2 事業対象者とは。 サービス事業の利用の流れは、 

ア 要支援認定（要支援 1・２）を受け利用する者 

イ 基本チェックリストを実施して簡易な形でまず対象者を判断し、利用につなげる者。 

ア・イの２つの流れがあり、イの方を介護予防・生活支援サービス事業対象者（＝「事業対象者」）

といいます。 

また、事業対象者は、要支援相当の状態に該当する方が想定されています。そのような状態等に

該当しない場合は、一般介護予防事業の利用や地域の通いの場などにつなげていくことも検討し

てください。 

P.19～20 資料６ 総合事業ガイドライン 

1-3 基本チェックリストとは。 25 の質問項目により、運動機能の低下、口腔機能の低下、低栄養状態、閉じこもり、認知症、う

つ等、何らかの生活機能の低下を確認するため質問票です。 

総合事業ガイドライン「表８ 事業対象者に該当する基準」のいずれか１つに該当した場合は、

事業対象者となります。 P.13 資料２参照 

1-4 事業対象者の有効期間はあるのか。 事業対象者の有効期間はありません。 

１年間としておりましたが、事業対象者の有効期間開始日が 2021 年４月１日以降の方から有効

期間なしに変更しました。2022 年 4 月以降は全員が有効期間なしです。 

事業対象者が要支援又は要介護認定者となった場合は、事業対象者の有効期間は介護認定申請日

の前日で終了します。 

なお、ケアマネジメントの方法等は従来どおりです。 

1-5 第２号被保険者は総合事業を利用できるのか。 第２号被保険者は、基本チェックリスト実施の対象外ですが、介護認定申請により要支援認定を

受けた場合は介護予防・生活支援サービス事業の利用が可能です。 

1-6 介護保険料を滞納している人（給付制限者）がサービ

ス事業を利用する場合、利用料の負担はどうなるの

か。 

予防給付基準サービス：介護保険給付と同様の支給制限（３割または４割負担等） 

支え合い生活支援サービス：月６回以上利用 2,500 円、月５回以下利用 2,000 円 

支え合い通所介護：１回 1,200 円 

1-7 ケアプランの自己作成によるサービス事業の利用は

可能か。 

自己作成による利用はできません。 P.20 資料６総合事業ガイドライン 

そのため、確実に要介護が出る見込みの方以外は、地域包括支援センターと居宅介護支援事業所

が連携し、「介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書」と「居

宅介護サービス計画作成依頼（変更）届出書」を高年介護課に提出してください。認定結果が出

るまで高年介護課で保留します。 
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２ 事業対象者と介護認定 

質問№ 質問内容 回答 

2-1 介護認定非該当であったが、基本チェックリストを実

施し事業対象者に該当した場合は、サービス事業を利

用することは可能か。 

介護認定非該当であっても、基本チェックリストに該当した場合は事業対象者としてサービス事

業を利用することは可能です。 

質問 1-2 のとおり、事業対象者は要支援相当の状態に該当する方が想定されています。要支援相

当に該当しない場合は、一般介護予防事業の利用や地域の通いの場などにつなげていくことも検

討してください。 

P.22 資料７ガイドライン案Ｑ＆Ａ問 11 

2-2 介護認定非該当であったため、基本チェックリストを

実施し事業対象者としてサービスを利用する場合、認

定申請時に「介護予防サービス計画作成・介護予防ケ

アマネジメント依頼届出書」を提出していれば、再度

提出しなくてもよいか。 

 

提出は不要です。予め介護認定申請の際に提出された「介護予防サービス計画作成・介護予防ケ

アマネジメント依頼届」を使用するため、あらためて提出していただく必要はありません。 

2-3 介護認定非該当となる可能性があるため、介護認定申

請と同時に基本チェックリストを実施する（事業対象

者に該当することを確認しておく）ことは可能か。 

可能です。ただし、質問のような場合は、基本チェックリストは認定結果が出るまで地域包括支

援センターにおいて保管（保留）していただき、介護認定非該当だった場合のみ市に提出してく

ださい。基本チェックリスト実施日に遡って事業対象者として扱います。 

なお、介護認定非該当だった場合、全額利用者負担となるサービスもありますので注意してくだ

さい。 P.11 資料１-１を参照してください。 

 

2-4 迅速にサービスにつなぐ必要があるため、介護認定申

請と同時に基本チェックリストを実施して市に提出

し、認定結果が出るまでに事業対象者としてサービス

事業を利用することは可能か。 

また、認定結果ごとの取扱いは。 

可能です。 

認定結果ごとの取扱いは、P.11 資料１-１を参照してください。 

事業対象者としてサービスを利用開始後、要介護の認定を受けた場合は、認定日まで事業対象者

とし、認定日の翌日以降は要介護認定者として取り扱います。 

 

【注意】支え合いサービス及び運動からだ元気塾は、要介護認定者は利用できません。介護認定

申請し、支え合いサービス 又は 運動からだ元気塾を暫定利用する場合は、全額利用者負担を回

避するため、介護認定申請と同時に基本チェックリストを市に提出し、高年介護課高齢者支援係

に連絡してからサービスの利用を開始してください。 
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質問№ 質問内容 回答 

2-5 事業対象者としてサービスを利用していた者が介護

認定申請し、要支援の暫定プランでサービス事業と予

防給付サービスを暫定利用していたところ、要介護の

認定が出た。申請日から認定日までのサービス事業利

用分は全額利用者負担となるのか。 

①介護認定申請日から要介護認定者として取り扱う場合 

②認定日までは事業対象者として取り扱う場合  

の２通りの取扱いがあります。 P.11 資料１-１参照 

【注意】 

1.支え合いサービス及び運動からだ元気塾は、要介護認定者は利用できません。P.11 資料１-１

②※１の場合の介護サービスへの振り替えもできません。認定結果が要介護であった場合、全

額利用者負担が発生しますので、支え合いサービス及び運動からだ元気塾と予防給付サービス

の併用には留意してください。 

2.事業対象者が介護認定申請する場合は、介護認定申請書下部の「事業対象者有・無」の「有」

をマルで囲んでください。 

2-6 介護認定新規申請し、要介護の暫定プラン（居宅介護

支援事業所が作成）でレンタルと通所を利用したが、

認定結果は要支援であった。請求や利用者負担はどの

ようになるのか。 

①居宅介護支援事業所と地域包括支援センターの連携があった場合 

②居宅介護支援事業所と地域包括支援センターの連携がなかった場合 

の２通りの取扱いがあります。 P.12 資料１-２参照 

確実に要介護が出る見込みの方以外は、居宅介護支援事業所と地域包括支援センターが連携して

ケアマネジメントを行ってください。 

2-7 事業対象者が支え合い生活支援サービスにより配食

を利用していたが、介護認定申請日以降は要介護の暫

定プランでサービス利用する場合、介護認定申請時に

食の自立支援事業の配食に切り替える必要があるか。 

要介護の暫定プランであるため、介護認定申請日から食の自立支援事業への切り替えが必要で

す。 

また、上記のように食の自立支援事業への切り替えを行ったが、認定結果が要支援又は非該当で

支え合い生活支援サービスの対象となる場合は、支え合い生活支援サービスへの切り替えを行っ

てください。 

2-8 事業対象者が月途中（2 日以降）に介護認定申請し、

認定結果は要介護で、介護認定申請日から要介護と取

扱う。介護認定申請日の属する月には、認定申請前の

事業対象者としてのサービス利用はあったが、認定申

請日以降の介護サービスの利用はなかったため、ケア

マネジメント費は地域包括支援センターが請求する。

「居宅介護サービス計画作成依頼（変更）届出日」の

開始年月日は何日にすればよいか。 

「居宅介護サービス計画作成依頼（変更）届出日」の届出日は、介護認定申請日の属する月の翌

月１日としてください。介護認定申請日を開始年月日とすると、地域包括支援センターの請求が

エラーとなるためです。 

 

なお、１日に介護認定申請し、介護認定申請日の属する月に介護のサービス利用がなかった場合

は、「居宅介護サービス計画作成依頼（変更）届出日」の開始年月日を介護認定申請日としても、

ケアマネジメント費の請求には影響ありません。 
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質問№ 質問内容 回答 

2-9 要支援認定者が、認定期間終了後に事業対象者として

サービス事業を利用することは可能か。 

可能です。要支援認定の有効期間が終了した後も切れ目なくサービスを利用できるよう、有効期

間終了前に豊岡市基本チェックリストを実施してください。P.22 資料７ ガイドラインＱ＆Ａ

問 12 参照 

2-10 

 

事業対象者が介護認定申請し、要支援の暫定プランで

サービス利用していたが、介護認定の結果は要介護１

だった。P.11 資料１-１の、≪認定日まで事業対象者

として扱う≫取扱いをする。「居宅介護サービス計画

作成依頼（変更）届出書」の開始年月日は何日にすれ

ばよいか。 

認定日の翌日から要介護１と扱いますので、開始年月日は認定日の翌日としてください。 

なお、≪認定日まで事業対象者として扱う≫場合であっても、介護認定の認定有効期間は申請日

から開始することに変わりありません。 

※P.11 資料１-１の、≪認定日まで事業対象者として扱う≫の取扱いをする場合は、高年介護課

高齢者支援係に必ず連絡してください。 

2-11 

 

質問 2-10 の場合で、居宅介護支援事業所がすぐに決

まらず、居宅介護支援事業所のかかわりは認定日の４

日後からだった。この場合でも、認定日まで事業対象

者として扱うのか。 

質問の場合は、認定日の 3 日後まで事業対象者、４日後から要介護として扱うことが可能ですの

で、高年介護課高齢者支援係に相談してください。 
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３ 給付管理・ケアマネジメント 

質問№ 質問内容 回答 

3-1 サービスの併用について。 P.14 資料３ 介護予防・生活支援サービス等併用関係整理表を参照ください。また、サービス事

業以外のサービス等の内容については、「高齢者ふくしガイドブック」又は市ホームページをご

覧ください。 

 

3-2 月途中で支え合いサービスから予防給付基準サービ

スに変更した場合、給付管理におけるケアマネンジメ

ント費はどうなるか。 

月末時点のサービスのケアマネジメント費で請求してください。 

3-3 支え合いサービスに係るケアマネジメントにおいて、

モニタリングはどのくらいの頻度（期間）で行う必要

があるのか。 

少なくとも３ヶ月に１回はモニタリングを行ってください。 

3-4 月途中で予防給付基準サービスから支え合いサービ

スへ移行した場合（逆の移行も含む）、日割り計算を

行うのか。 

日割り計算は行いません。このような移行があった月については、 

〇事業所の請求…予防給付基準サービス及び支え合いサービスのどちらも日割り計算は行わず、

定額（月額）の請求を行ってください。 

〇利用者負担…予防給付基準サービスの利用料が優先します。予防給付基準サービスの利用料の

み負担が必要です。配食に係る食材費・調理代や昼食代等を除き、支え合いサービスの利用料

はなしとします。 

月途中でのサービスの移行や事業所の変更は、やむを得ない緊急の場合に限ってください。 

 

 

3-5 介護予防ケアマネジメントを居宅介護支援事業者へ

委託する場合、受託する居宅介護支援事業者のケアマ

ネジメント担当件数（ケアプラン作成件数）に制限は

あるのか。 

介護予防ケアマネジメント（サービス事業のみを利用するプラン）については、担当（作成）件

数の制限はありません。 

3-6 ケアマネジメント B（支え合いサービス又は運動から

だ元気塾）から、ケアマネジメント A に移行した場

合、初回加算を算定することは可能か。 

簡略化したケアマネジメントであるケアマネジメント B では、初回加算の算定を不可としてい

ます。ケアマネジメント A に移行した際は、サービス担当者会議の開催など通常の新規のケアマ

ネジメントを実施することになりますので、初回加算の算定を可能とします。 
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質問№ 質問内容 回答 

3-7 

 

週１回予防給付基準訪問介護を利用していたが、転倒

により状態が悪化したため月途中から週２回の利用

となった場合、月途中で支給区分が変わるのか。 

利用者の状態像の変化に伴って、月初めに想定されていたよりも少ないサービス提供になる場合

や多いサービス提供になる場合であっても、「月単位定額報酬」の性格上、月途中での支給区分

の変更は不要です。なお、翌月の支給区分については、利用者の新たな状態像や新たに設定した

目標に応じた区分によるケアプランや訪問型サービス計画が求められることとなります。 

【介護保険法施行規則第 140 条の 63 の 2 第 1 項第 1 号に規定する厚生労働大臣が定める基準の

制定に伴う実施上の留意事項について（令和 3 年 3 月 19 日老認発 0319 第 3 号） 第２ ２⑵】 
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４ 日割り計算 

質問№ 質問内容 回答 

4-1 日割り計算の取り扱いは。 P.15～16 資料４ 平成 27 年３月 31 日付厚生労働省介護保険計画課・振興課・老人保健課「介

護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について」に準じた取扱いとします。 

4-2 

 

日割り計算の計算方法は。 計算方法は、「日額の単位数 × 算定対象日数 ＝ 請求額」です。 

4-3 回答 4-1 資料４のただし書きにおいて、「月の途中

で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それぞれ

の保険者において月額の算定を可能とする」とある

が、契約の開始・解除の場合は日割りとされているが、

どちらが優先するのか。 

資料４のただし書きが優先しますので、転出の場合は月額の算定を行ってください。 

4-4 月途中の契約開始の場合日割り計算を行うが、契約開

始月にサービス提供がなかった場合、請求は可能か。 

サービス提供がなかった場合は、その月の請求はできません。利用者負担もありません。契約解

除月も同様です。 

4-5 運営規程に記載している営業日に営業を行わなかっ

た（臨時休業）場合、日割り計算が必要か。 

臨時休業日に利用予定があった利用者は、日割り計算とします。ただし、代替のサービス提供が

あった場合は、月額とします。なお、臨時休業の理由は取扱いに影響しません。災害であっても

事業所都合であっても同様です。 

また、臨時休業日に利用予定がなかった方については、月額とします。 

詳細は、P.17～18 資料５の通知をご確認ください。 

【計算例】１か月が 30 日の月に２日間の臨時休業を行った場合の日割り計算 

 日額の単位数 × 算定対象日数 28 日（30 日－2 日） ＝ 請求額 

 ※利用予定日が臨時休業日２日間のうちの１日あっても、２日を差し引きします。 

4-7 

 

月途中に区分変更（要支援１⇄要支援２、事業対象者

→要支援）があった場合、支給区分が変わらなくても

日割り計算が必要か。 

支給区分が変わらない場合でも、P.15～16 資料４のとおり日割り計算が必要です。 

4-8 

 

月途中に区分変更（要支援１⇄要支援２、事業対象者

→要支援）があった場合で、区分が変更となった後

（前）のサービス利用がない場合の請求は。 

区分変更後（前）にサービス利用がない場合は、サービス利用がある区分変更前（後）の期間の

み日割り計算で請求を行ってください。 

4-9 

 

入院した場合は、日割り計算が必要か。 入院に伴い月途中でサービス利用が中断・再開する場合、日割りではなく定額（月額）での請求

を行ってください。 契約を解除した場合は、日割り計算が必要です。 
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５ 支え合いサービス事業 

質問№ 質問内容 回答 

5-1 支え合い生活支援サービスの配食や安否確認だけの

利用の場合、利用料は発生するか。 

配食や安否確認だけの利用の場合、利用回数としてカウントしますが、月額利用料は発生しませ

ん。ただし、配食を利用される場合については、食材費等のみ発生します。利用可能回数は週４

回以内です。 

なお、配食や安否確認のみの場合も、ケアプランは必要です。 

5-2 居住地区（コミュニティ区域）外の支え合いサービス

を利用することはできるか。 

基本的には居住地区の支え合いサービスを利用していただきますが、居住地区外の支え合いサー

ビス受託者が受け入れ可能であると判断した場合は利用できます。居住地区外の支え合いサービ

スを希望される場合は、高年介護課高齢者支援係に相談してください。 

5-3 支え合い生活支援サービスのサービス内容を教えて

いただきたい。 

支え合い生活支援サービスの基本サービスは、掃除、ごみ出し、洗濯、買い物、配食、安否確認

です。基本サービス以外は受託者によって異なるため、各受託者に問い合わせてください。 

5-4 食の自立支援事業を利用している人の地区で、支え合

い生活支援サービスの提供が開始された場合、食の自

立支援事業利用者は、支え合い生活支援サービスに移

行するという理解でよいか。 

支え合い生活支援サービスの利用対象者は、食の自立支援事業を利用することはできません。そ

のため、支え合い生活支援サービスの対象となる方は移行が必要です。対象とならない方は、引

き続き食の自立支援事業を利用していただきます。 

5-5 

 

 

支え合い生活支援サービスを利用していたが、月途中

で介護認定申請し、申請日以降は要介護の暫定プラン

となる場合、支え合いの利用者負担は。 

支え合い生活支援サービスの利用者負担は、介護認定申請日の前日までの利用回数に応じた月額

の利用料となります。 

※支え合いサービスには、日割り計算はありません。 

 

 

６ 予防給付基準サービス事業 

質問№ 質問内容 回答 

6-1 

 

予防給付基準通所介護計画の様式は何を参考にすれ

ばよいか。 

通所介護計画と基準はほぼ同じであるため、通所介護計画を参考に作成してください。 

予防給付基準訪問介護についても、同様に訪問介護計画を参考に作成してください。 

予防給付基準サービスの計画の基準については、P.24 資料 10 をご確認ください。 

6-2 

 

予防給付基準通所介護の運動器機能向上加算の運動

器機能向上計画には、何を記載すればよいか。 

介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準の

制定に伴う実施上の留意事項について（令和 3 年 3 月 19 日老認発 0319 第 3 号） 第２ ３⑶を

ご確認ください。 
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７ その他 

質問№ 質問内容 回答 

7-1 豊岡市に住民票があり豊岡市に住んでいる者が、他市

町に所在する事業所の予防給付基準サービスを利用

する場合は、何か手続が必要か。 

当該事業所が、豊岡市の指定を受けている必要があります。 

※事前に地域包括支援センターを通じて高年介護課高齢者支援係に相談してください（指定を受

けている事業所を利用する場合を含む）。高年介護課へ届出が必要です。 

7-2 住所地特例者の取り扱いは。 住所地特例者は、居住地の市町村の総合事業を利用します。サービス提供事業所は、住所地特例

者の保険者（入所施設に住民票を異動されても異動前の保険者が保険者となります。）から別途

事業所指定を受ける必要はありません。 

7-3 豊岡市に住民票を置いたまま他市町村で生活してい

る者が、居住地（他市町村）のサービス事業を利用す

ることは可能か。 

基本的に利用は認められません。利用者及び家族には、居住地に住民票を異動するよう案内して

ください。 

住民票を異動できない特別な事情がある場合は、高年介護課高齢者支援係に相談してください。

相談いただいても利用が認められない場合もあります。 

 



2022 年 10 月版 2022 年 10 月サービス提供分から適用 

11/24 

資料１-１ 事業対象者が介護認定申請した場合の 介護認定申請期間中のサービス利用と取扱いについて 

    以外は、認定申請日から認定結果のとおりの取扱いをします。 

    の取扱いをする場合（する可能性がある場合）は、国保連への手続きが必要であるため、 

必ず高年介護課高齢者支援係に連絡してください。 

認定結果 

介護認定申請期間中（認定申請日～認定日）の利用サービス 

予防給付のみ 
（要支援の暫定） 

予防給付とサービス事業 

（要支援の暫定） 

サービス事業のみ 

（要支援の暫定） 

介護認定非該当 

だが事業対象者 
全額利用者負担 予防給付：全額利用者負担、サービス事業：総合事業から支給 総合事業から支給 

要支援 
予防給付から 

支給 
予防給付：予防給付から支給、サービス事業：総合事業から支給 総合事業から支給 

要介護 
介護給付から 

支給 

利用者の負担を考慮して①②どちらの取扱いをするか決定してください。 

≪認定日までは事業対象者として扱う≫ 

総合事業から支給（認定日の翌日から介護給付） 

 

① ≪認定日まで事業対象者として扱う≫ 

予防給付：全額利用者負担（認定日の翌日から介護給付） 

サービス事業：総合事業から支給（認定日の翌日から介護給付） 

 

② ≪認定申請日から要介護として扱う≫ 

予防給付：介護給付から支給 

サービス事業：全額利用者負担。※１ ただし、全額利用者負担を回避するた

め、暫定利用していたサービス事業が「予防給付基準サービス」であって、

かつ、サービス提供事業所が介護サービス提供事業所としての指定を受けて

いる場合は、サービス事業の介護給付への振り替えを可とする。 

 

【取扱い】 事業対象者

【プラン】
通所：介護給付から支給

要介護の認定

認定申請日 認定日
事業対象者 　　要介護

地域包括支援センター 地域包括支援センター 居宅介護支援事業所

通所：総合事業から支給

【取扱い】 事業対象者

【プラン】 居宅介護支援事業所

レンタル：全額利用者負担

要介護の認定

認定申請日 認定日

事業対象者 要介護

地域包括支援センター 地域包括支援センター

通所：総合事業から支給

【取扱い】 事業対象者

【プラン】

通所：全額利用者負担

レンタル：介護給付から支給

地域包括支援センター 居宅介護支援事業所

※１の場合

要介護の認定

認定申請日 認定日

要介護

（※１の場合は介護給付から支給）

質問 2-4 

 参考：資料６総合事業ガイドライン 

    資料８ガイドライン案Ｑ＆Ａ【平成 26年 9月 30日版】 

    資料９ガイドライン案Ｑ＆Ａ【平成 27年 3月 31日版】 

質問 2-5 
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資料１-２ 介護認定申請期間中のサービス利用と取扱いについて 【要介護の暫定プランの場合】 

 

※２ 居宅介護支援事業所と地域包括支援センターが連携してケアマネジメントを行っていた場合は、「地域包括支援センターからの委託により、居宅介護支援事業所がケアマ

ネジメントを行っていた」ものとする。 

※３ 暫定利用していた事業所が、予防給付基準サービスの指定を受けている場合は、総合事業への振り替えを可とし、総合事業から支給。 

 

注意 全額利用者負担や保険外の利用となることを回避するため、確実に要介護の認定が出る見込みの方以外は、※２ 及び ※３ の扱いができるようケアマネジメントを

行ってください。 

認定結果 

介護認定申請期間中（認定申請日～認定日）の利用サービス 

訪問・通所 （訪問・通所を除く）その他サービス 

介護認定非該当 

だが事業対象者 
≪居宅と包括の連携あり≫ ※２ 

全額利用者負担 

ただし、予防給付基準サービスの指定を受けている事業所を利用していた場合は、総合事業から支給。※３ 

 

 

≪居宅と包括の連携なし≫ 

総合事業は、プランの自己作成による利用はできないため、保険外の利用となる。 

全額利用者負担 

要支援 予防給付から支給 

要介護 介護給付から支給 介護給付から支給 

質問 2-6 
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資料２ 基本チェックリストについて 

 実施日＝有効期間開始日 

 表８の「該当」とは 
「1」に〇がつくことです。 

 ※№12 のみ 「該当」とは 

BMI＝体重(㎏)÷身長(ｍ)÷身長(ｍ) が 18.5 未満 

事業対象者の基準【総合事業ガイドライン P.69】 

①～⑧のいずれか１つに該当すれば事業対象者となります。 

 
（）内の数字は、 
何項目該当すれば事業対象者
に該当するかを示しています。 

基準① 

基準② 

基準③ 

基準④ 

基準⑤ 

基準⑥ 

基準⑦ 

（様式第一 ＝ 基本チェックリスト） 
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資料３ 介護予防・生活支援サービス等併用関係整理表 

 

 
任意事業

予防給付基
準訪問介護

支え合い生
活支援サー
ビス

通所型から
だ元気塾

予防給付基
準通所介護

支え合い
通所介護

玄さん
元気教室

はつらつチャ
レンジ塾

健康づくり
応援隊

地域リハビリ
テーション活
動支援

食の自立
支援事業

予防給付基準訪問介
護 × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

支え合い生活支援
サービス × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

通所型からだ元気塾 ○ ○ × × ○ × ○ ○ ○ ×

予防給付基準通所介
護 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ×

支え合い通所介護 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ×

玄さん元気教室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

はつらつチャレンジ塾 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

健康づくり応援隊 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域リハビリテーショ
ン活動支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

食の自立支援事業 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

生きがい活動支援通
所事業 ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○

総合事業　介護予防・生活支援サービス事業 総合事業　一般介護予防事業
生きがい活動
支援通所事業

(※)

※「生きがい活動支援通所事業」は、要介護及び要支援認定者は利用することはできません。ただし、事業対象者は利用できます。

2020年9月8日修正
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資料４ 月額包括報酬の日割り請求にかかる適用について（Ⅰ－資料４）  （抜粋） 

平成 27 年３月 31 日付厚生労働省介護保険計画課・振興課・老人保健課「介護保険事務処理システム変更に係る参

考資料の送付について」 

月額対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 

 

 

介護予防・日常生活支援

総合事業 

・訪問型サービス（みな

し） 

・訪問型サービス（独自） 

・通所型サービス（みな

し） 

・通所型サービス（独自） 

※月額包括報酬の単位と

した場合 

開

始 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）・区分変更（事業対象者→要

支援） 

変更日 

・区分変更（要介護→要支援） 

・総合事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業開始（指定有効期間開始） 

・事業所指定効力停止の解除 

契約日 

・利用者との契約開始 契約日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型

共同生活介護の退居（※１） 

退居日の翌日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の契約解除（※１） 契約解除日の翌日 

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の

退所（※１） 

退所日の翌日 

・公費適用の有効期間開始 開始日 

・生保単独から生保併用への変更 

 （６５歳になって被保険者資格を取得した場合） 

資格取得日 

終

了 

・区分変更（要支援Ⅰ⇔要支援Ⅱ）・区分変更（事業対象者→要

支援） 

変更日 

・区分変更（事業対象者→要介護） 

・区分変更（要支援→要介護） 

・総合事業所の変更（同一サービス種類のみ）（※１） 

・事業廃止（指定有効期間満了） 

・事業所指定効力停止の開始 

契約解除日 

（廃止・満了日） 

（開始日） 

・利用者との契約解除 契約解除日 

・介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型

共同生活介護の入居 （※１） 

入居日の前日 

・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者の登録開始 （※

１） 

サービス提供日（通い、

訪問又は宿泊）の前日 

・介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護の

入所（※１） 

入所日の前日 

・公費適用の有効期間終了 終了日 

居宅介護支援費介護予防

支援費介護予防ケアマネ

ジメント費 

- 

・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業者のみ

月額包括報酬の算定を可能とする。（※１） 

・月の途中で、要介護度に変更がある場合は、月末における要介

護度に応じた報酬を算定するものとする。 

・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それぞれ

の保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。 

・月の途中で、生保単独から生保併用へ変更がある場合は、それ

ぞれにおいて月額包括報酬の算定を可能とする。 

― 
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月額対象サービス 月途中の事由 起算日※２ 

日割り計算用サービスコ

ードがない加算及び減算 
- 

・日割りは行わない。 

・月の途中で、事業者の変更がある場合は、変更後の事業者のみ

月額包括報酬の算定を可能とする。（※１） 

・月の途中で、要介護度（要支援含む）に変更がある場合は、月

末における要介護度（要支援含む）に応じた報酬を算定するも

のとする。 

・月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合は、それぞれ

の保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。 

・月の途中で、生保単独から生保併用へ変更がある場合は、生保

併用にて月額包括報酬の算定を可能とする。（月途中に介護保

険から生保単独、生保併用に変更となった場合も同様） 

― 

※１ ただし、利用者が月の途中で他の保険者に転出する場合を除く。月の途中で、利用者が他の保険者に転出する場合

は、それぞれの保険者において月額包括報酬の算定を可能とする。 

なお、保険者とは、政令市又は広域連合の場合は、構成市区町村ではなく、政令市又は広域連合を示す。 

※２ 終了の起算日は、引き続き月途中からの開始事由がある場合についてはその前日となる。 
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資料５ 予防給付基準サービス事業の休業等に係る報酬の日割り請求について（通知） 
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資料６ 総合事業ガイドライン 

（令和４年６月 27 日老発 0627 第７号厚生労働省老健局長通知 「介護予防・日常生活支援総合事業のガイ

ドラインについて」の一部改正について） 

厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000957652.pdf 

 

 質問 1-2   →ガイドライン P.12～14 

（１）介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

（事業内容） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業）（以下サービス事業という。）は、居宅要支援被保険

者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防訪問介護等のサービスに加え、住民主体の支

援等も含め、多様なサービスを制度（総合事業）の対象として支援する。 

○ この事業は、「訪問型サービス（第１号訪問事業）」、「通所型サービス（第１号通所事業）」、「その他

の生活支援サービス（第１号生活支援事業）」及び「介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援

事業）」から構成される。 

表４ 介護予防・生活支援サービス事業 

事業 内容 

訪問型サービス（第１号訪問事業）（法第 115

条の 45第１項第１号イ） 

居宅要支援被保険者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活

上の支援を提供 

通所型サービス（第１号通所事業）（同号ロ） 居宅要支援被保険者等に対し、機能訓練や集いの場な

ど日常生活上の支援を提供 

その他の生活支援サービス（第１号生活支援

事業）（同号ハ） 

居宅要支援被保険者等に対し、栄養改善を目的とした

配食や一人暮らし高齢者等への見守りを提供 

介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防

支援事業）（同号ニ） 

居宅要支援被保険者等に対し、総合事業によるサービ

ス等が適切に提供できるようケアマネジメント 

（対象者） 

○ 対象者は、平成 26年の改正法による改正前の要支援者に相当する者であるが、サービス事業におい

ては、サービス利用に至る流れとして、要支援認定を受け介護予防ケアマネジメントを受ける流れのほ

かに、基本チェックリスト※を用いた簡易な形でまず対象者を判断し、介護予防ケアマネジメントを通

じて必要なサービスにつなげる流れも設ける。前者は要支援者、後者は介護予防・生活支援サービス事

業対象者（以下「事業対象者」という。）として、サービス事業の対象とする。 

※ 市町村においては、基本チェックリストが、従来の２次予防事業対象者の把握事業のように、市町

村から被保険者に対して積極的に配布するものではなく、支援が必要だと市町村や地域包括支援セン

ターに相談に来た者に対して、要支援認定ではなく、簡便にサービスにつなぐために実施するもので

あることに留意する必要がある。 

○ 令和３年度からは、補助（助成）により実施されるサービスについては、要介護認定による介護給付

に係る居宅サービス等を受ける前から継続的に利用する要介護者（以下「継続利用要介護者」とい

う。）も対象となる。 

○ 予防給付に残る介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与等のサービスを利用する場合については、

引き続き要支援認定を受ける必要があるが、サービス事業のサービスのみを利用する場合には、要支援

認定を受けず、上記簡便な形でのサービス利用が可能となる。 

○ 基本チェックリストの活用に当たっては、従来の利用方法とは異なり、市町村又は地域包括支援セン

ターに、サービスの利用相談に来た被保険者（第１号被保険者に限る。）に対して、①対面で基本チェ

ックリストを用い、相談を受け、基本チェックリストにより事業対象者に該当した者には、②更に介護
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予防ケアマネジメントを行う。 

 なお、事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定しており、そのような状態等に該当しな

いケースについては、一般介護予防事業の利用等につなげていくことが重要である（詳細は、第４サー

ビスの流れ（被保険者の自立支援に資するサービスのための介護予防ケアマネジメントや基本チェック

リストの活用・実施、サービス提供等）を参照）。 

○ なお、第２号被保険者については、がんや関節リウマチ等の特定疾病に起因して要介護状態等となる

ことがサービスを受ける前提となるため、基本チェックリストを実施するのではなく、要介護認定等申

請を行う。 

 

 

 質問 2-4、資料 1-1   →ガイドライン P.71～72 

（要介護認定等申請している場合における介護予防ケアマネジメント） 

○ 福祉用具貸与等予防給付のサービス利用を必要とする場合は、要介護認定等の申請を行うことにな

る。 

○ 要介護認定等申請とあわせて、サービス事業による訪問型サービスや通所型サービス等の利用を開始

する場合は、現行の予防給付の様式で介護予防ケアマネジメントを実施する。 

○ 要介護認定等申請とあわせて基本チェックリストを実施した場合は、基本チェックリストの結果が事

業対象者の基準に該当すれば、介護予防ケアマネジメントを経て、迅速にサービス事業のサービスを利

用することができる。その後、「要介護１以上」の認定がなされた場合には、介護給付サービスの利用

を開始するまでの間、サービス事業によるサービスの利用を継続することができる。 

 なお、要介護認定のいわゆる暫定ケアプランによる介護給付サービスを利用している場合は、並行し

てサービス事業を利用することはできない。 

※ 認定結果と利用サービスや報酬の関係は、第７の１（11）サービス利用開始又は認定更新時期にお

ける費用負担を参照。 

 

 

 質問 1-7   →ガイドライン P.75～76 

（３）介護予防ケアマネジメントにおける留意事項 

○ 介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、自立支援や介護予防のため、総合事業の趣旨やケア

マネジメントの結果適当と判断したサービスの内容について、利用者が十分に理解し、納得する必要が

ある。そのため、地域包括支援センターは、利用者本人やその家族の意向を的確に把握しつつ、専門的

な視点からサービスを検討し、そのサービス内容、自立支援や介護予防に向けて必要なサービスをケア

プランに位置付けていること、それによりどのような効果を期待しているのか等を利用者に丁寧に説明

し、その理解・同意を得て、サービスを提供することが重要である。 

○ 給付管理を伴わないサービス利用の場合においても、指定サービスについて給付管理が行われる趣旨

が損なわれることのないよう、利用者の状態等に応じた内容・量のサービスをすることが適当である。 

○ 総合事業における介護予防ケアマネジメントは、第１号介護予防支援事業として地域包括支援センタ

ーによって行われるものであり、指定介護予防支援事業所により行われる指定介護予防支援とは異な

る。また、ケアプランの自己作成に基づくサービス事業の利用は想定していない。予防給付において自

己作成している場合は、現行制度と同様、市町村の承認が必要である（介護給付と異なる）が、加えて

サービス事業を利用する場合は、必要に応じ、地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメント

につないでいくことが適当である。 

○ 総合事業の介護予防ケアマネジメントは、自立支援に資するものとして行うものであり、その介護予

防ケアマネジメントの支援の一つとして、地域ケア会議の活用が考えられる。  
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 質問 2-4、2-5、資料 1-1   →ガイドライン P.124～125 

（11）サービス利用開始又は認定更新時期における費用負担 

○ チェックリストと介護予防ケアマネジメントによりサービスを利用できる時期と、要支援認定又は要

介護認定の時期がずれる場合におけるサービスに要した費用の支払は、表 17のように整理する。 

（留意事項） 

○ 介護予防ケアマネジメントに関する費用の支払について 

 要介護等認定を受け、結果が要支援１・２の場合、予防給付からのサービス利用があれば、予防給付

の介護予防ケアマネジメントの介護報酬が支払われることになり(国保連合会支払)、要支援認定を受け

ていない事業対象者（申請をしていない者や申請はしたが非該当となった者）又は要支援認定は受けた

が総合事業によるサービス利用のみの場合にあっては、総合事業から介護予防ケアマネジメントの費用

が、市町村から支払われることになる。 

○ サービス事業に関する費用の支払について 

 要介護等認定を受け、認定結果が出る前にサービス事業の利用を開始していた場合、認定結果が要介

護１以上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給される

ものとする。 

○ 事業対象者としてサービス事業からサービスを提供された後、要介護認定を受けた場合には、介護給

付サービスの利用を開始するまでの間にあっては事業対象者として取り扱う。 

表 17 要介護認定等の申請期間中のサービス利用と費用の関係 

 給付のみ 給付と総合事業 総合事業のみ 

非該当・ 

事業対象者 
全額自己負担 

給付分は全額自己負担 

介護予防ケアマネジメントも含めた事

業分は事業より支給 

介護予防ケアマネジメント

も含めて、事業より支給 

要支援認定 
予防給付より

支給 

介護予防ケアマネジメントを含めた給

付分は予防給付より支給 

事業分は、事業より支給 

介護予防ケアマネジメント

も含めて、事業より支給 

要介護認定 
介護給付より

支給 

介護予防ケアマネジメントを含めた給

付分は、介護給付より支給 

事業分は、介護給付サービスの利用を

開始するまでのサービス提供分は事業

により支給 

介護給付サービスの利用を

開始するまでのサービス提

供分は事業により支給 

（注）上記は、それぞれの指定を受けていることが前提。 
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資料７介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案」についての Q&A【平成 27 年 1 月９日版】 

厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000188231.pdf 

 

 質問 2-1  →ガイドライン案Ｑ＆Ａ P.20～21 問 11 

問１１ 要介護認定等申請において非該当（自立）と判定された後に、基本チェックリストの結果により

サービス事業対象者に該当した場合は、サービス事業を利用することは可能か。 

（答） 

１ 総合事業における介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、従来の要支援者に相当する者であり、

要支援認定を受けた者のほかに、基本チェックリストにより事業対象者に該当した者（介護予防・生活支

援サービス事業対象者）のいずれかとしている。 

２ ガイドライン案 P72 では「非該当となった場合は、基本チェックリストを実施し、サービス事業の

対象者とすることができる」としており、要支援認定申請の結果が非該当であったとしても、基本チェッ

クリストの結果が「事業対象者に該当する基準」の一つでも該当した場合は、介護予防ケアマネジメント

によって、地域で役割を持てる生活を目指して、「心身機能」だけでなく、「活動」や「参加」にもバラン

ス良く働きかける介護予防に資するサービス等の利用につなぐことができると考えている。 

 一方、基本チェックリストの結果、どの基準にも該当しなかった場合は、介護予防ケアマネジメントは

受けずに、一般介護予防事業の利用を案内することとなる。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 

 

 質問 2-9  →ガイドライン案Ｑ＆Ａ P.21 問 12 

問１２ 既に要支援認定を受けている者が、その有効期間満了後に総合事業のサービスに移行する際は、

基本チェックリストの記入が必要か。必要な場合、基本チェックリストの記入を認定有効期間満了前に

実施し、その結果をもって、サービス事業対象者に該当するかどうか判断し、介護予防ケアマネジメン

トを実施してよいか。 

（答） 

１ 要支援認定を受けていた者について、その認定有効期間満了後に総合事業のサービスを利用する場合

は、要支援認定を更新するか、基本チェックリストの記入結果によりサービス事業対象者と確認する必要

がある。 

２ その際の基本チェックリストの記入については、要支援認定の有効期間が満了した後も切れ目なくサー

ビスを利用することができるよう、有効期間満了前に実施し、介護予防ケアマネジメントに円滑につなが

るよう配慮することが適切である。 

３ そこで、例えば、地域包括支援センターの職員（指定介護予防支援業務の一部を受託する指定居宅介護

支援事業者の介護支援専門員を含む）が被保険者宅を訪問した際に、介護予防・生活支援サービス事業の

利用についても説明し、本人の意向を確認したうえで、サービス事業の利用を希望する場合には、基本チ

ェックリストをその場で記入してもらうなど、介護予防ケアマネジメントに円滑につながるよう配慮して

いただきたい。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係（内線 3982）  
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資料８ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についての Q&A【平成 26 年 9 月 30 日版】 

厚生労働省ホームページ 
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000188229.pdf 

 

 資料 1-1  →ガイドライン案Ｑ＆Ａ P.54 問 21 

【総合事業の制度的な枠組み】P.113 

問２１ ガイドライン案では「認定結果が出る前にサービス事業を利用した場合、認定結果が要介護１以

上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事業利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとす

る」とあるが、この場合、同様のサービスを利用しても、単価は認定前の暫定利用分については総合事業

の単価で日割算定し、認定後の利用分については介護給付の訪問介護・通所介護として算定することにな

るのか。 

（答） 

 お見込みのとおり。 

担当：老健局振興課法令係 （内線 3937） 

 

 

資料９ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についての Q&A【平成 27 年 3 月 31 日版】 

厚生労働省ホームページ https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000188233.pdf 

 質問 2-5、資料 1-1  →ガイドライン案Ｑ＆Ａ P.4 問４ 

問４ 基本チェックリストによりサービス事業対象者として介護予防ケアマネジメントを申請し、総合事

業の訪問型サービスを利用していた者が、要支援認定申請を行い、介護予防支援の暫定プランに基づい

て総合事業の訪問型サービスと福祉用具貸与を利用していたところ、要介護１と判定された場合は、総

合事業の訪問型サービスの利用分は全額自己負担になるのか。 

（答） 

 要介護認定は申請日に遡って認定有効期間が開始し、また要介護者はサービス事業を利用することがで

きないため、サービス事業のサービスを利用した事業対象者が要介護１以上の認定となったことにより全

額自己負担となることを避けるため、介護給付の利用を開始するまでの間はサービス事業によるサービス

の利用を継続することを可能としている。 

 お尋ねの場合、要支援認定申請と同時に、給付サービスである福祉用具貸与の利用を開始しているた

め、申請日に遡って要介護者として取り扱うか、事業対象者のままとして取り扱うかによって、以下のよ

うな考え方となる。 

① 要介護者として取り扱うのであれば、事業のサービスは利用できないため 総合事業の訪問型サー

ビスの利用分が全額自己負担になり、福祉用具貸与のみ給付対象となる。 

② 事業対象者のままとして取り扱うのであれば、総合事業の訪問型サービスの利用分を事業で請求す

ることができ、福祉用具貸与が全額自己負担となる。 

担当：老健局振興課地域包括ケア推進係 （内線 3982） 
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資料 10 旧指定介護予防サービス等基準 （一部抜粋） 

・報酬告示…介護保険法施行規則第 140 条の 63 の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３

年厚生労働省告示第 72号） 

・基準省令…介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成 27年厚生労働省令第４号）第５条の規定による改

正前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準（平成 18年厚生労働省令第 35号） 

・解釈通知…指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成 11年老企第 25号） 

○予防給付基準訪問介護 

【報酬告示】別表 １ 訪問型サービス費  チ 初回加算 

注 訪問型サービス事業所において、新規に訪問型サービス計画（旧指定介護予防サービス基準第 39 条第２号

に規定する介護予防訪問介護計画に相当するものをいう。以下同じ。）を作成した利用者に対して、 

【基準省令】 

第 39 条 訪問介護員等の行う指定介護予防訪問介護の方針は、第４条に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定介護予防訪問介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議

を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況

の的確な把握を行うものとする。 

二 サービス提供責任者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予防訪

問介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間等を記載した

介護予防訪問介護計画を作成するものとする。 

【解釈通知】 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準  １ 介護予防訪問介護 

⑵ 指定介護予防訪問介護の具体的取扱方針 

① 予防基準第 39 条第一号及び第二号は、サービス提供責任者は、介護予防訪問介護計画を作成しなければならな

いこととしたものである。介護予防訪問介護計画の作成に当たっては、利用者の状況を把握・分析し、介護予防

訪問介護の提供によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標

を明確にし、担当する訪問介護員等が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものと

する。なお、介護予防訪問介護計画の様式については、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

 

○予防給付基準通所介護 

【報酬告示】別表 ２ 通所型サービス費  ロ 生活機能向上グループ活動加算 

注 略 

イ 生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔

道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機

能訓練指導に従事した経験を有するはり師又はきゅう師を含む。）その他通所型サービス事業所の従業者が共

同して、利用者ごとに生活機能の向上の目標を設定した通所型サービス計画（旧指定介護予防サービス基準第

109条第２号に規定する介護予防通所介護計画に相当するものをいう。以下同じ。）を作成していること。 

【基準省令】 

第 109 条 指定介護予防通所介護の方針は、第 96 条に規定する基本方針及び前条に規定する基本取扱方針に基づ

き、次に掲げるところによるものとする。 

一 指定介護予防通所介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議

を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況

の的確な把握を行うものとする。 

二 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、前号に規定する利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、

指定介護予防通所介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービス提供を行う期間

等を記載した介護予防通所介護計画を作成するものとする。 

【解釈通知】 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準  ６ 介護予防通所介護 

⑵ 指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 

① 予防基準第 109 条第一号及び第二号は、管理者は、介護予防通所介護計画を作成しなければならないこととし

たものである。介護予防通所介護計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科医師からの情報伝達やサービ

ス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の状況を把握・分析し、介護予防通所介護の提供によって

解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサ

ービスの具体的内容、所要時間、日程等を明らかにするものとする。なお、介護予防通所介護計画の様式につい

ては、事業所ごとに定めるもので差し支えない。 


